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産業構造審議会保安分科会電力安全小委員会（第４回）  

議事録 

 

日時：平成２５年１２月１７日（火曜日）１３時～１４時３０分  

場所：経済産業省別館３階３１２各省庁共用会議室 

 

議題： 

１． 電力システム改革に伴う電気事業法改正の方向性について（審議）  

２． 太陽電池発電所の保安管理業務の外部委託に係る点検頻度の見直し  

について（審議） 

３． 「発電用火力設備の技術基準の解釈」別表第１及び「発電用火力設備における

高クロム鋼に対する寿命評価式」の一部改正について（審議）  

４． 時代が要請する新たな課題への対応状況について（規制見直し一覧）（報告） 

５． 電気設備自然災害等対策 WG について（報告） 

６． 小規模ダム水路主任技術者選任の見直しについて（報告）  

７． 今夏の火力発電所の計画外停止（故障・トラブル）について（報告）  

８． 外部委託承認制度における高圧一括受電マンションに係る年次（停電）  

点検方法の検討について（報告） 

９． 風力発電設備における事故対応（WG の報告及び改組）について（報告） 

１０． 昨年１１月に発生した北海道電力管内の暴風雨による鉄塔倒壊に係る  

再発防止対策の完了について（報告） 

１１． 環境アセスメント関係について（報告） 

１２． 「発電用火力設備の技術基準の解釈」の技術基準の一部改正について（報告）  
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議事内容 

 

 

 

○渡邉電力安全課長  １名ご出席予定の先生がみえられておりませんけれども、定刻と

なりましたので、ただいまから第４回電力安全小委員会を開催いたします。 

 本日は、委員長をはじめ、本当にご多用の中、各委員におかれましてはご出席いただき

まして、まことにありがとうございます。 

 本日は、後で福長委員が来られますと、委員１６名中１３名ということでございます。

現時点で12名ご出席いただいているということでございますので、小委員会の定足数を満

たしております。 

 それでは、開会に当たりまして、商務流通保安審議官の寺澤からあいさつ申し上げます。 

○寺澤審議官  商務流通保安審議官の寺澤でございます。本日はどうぞよろしくお願い

いたします。 

 本日は第４回の電力安全小委員会、皆様大変お忙しい中ご出席いただきまして、心から

御礼申し上げます。また、皆様におかれましては、日ごろから電力保安行政につきまして

幅広くご協力、ご指導、ご支援をいただきまして、この場をおかりしまして御礼を申し上

げたいと思います。 

 実は私自身は６月末に着任しまして、本来なら前回、第３回──８月でしたか──に出

席すべきところを、どうしても出席できなくて大変失礼しました。本日はこのように重要

な役割を担っています電力安全小委員会に出席させていただきまして、本当に心より光栄

に思っております。 

 本日のテーマでございますけれども、まず、時代が要請するいろいろな諸課題に対応す

るために、本年６月に閣議決定されました規制改革実施計画に挙げられているような項目

について、どういう方向で規制見直しに取り組むのかについてご審議いただきたいと思い

ます。 

 また、電力システム改革に伴って電気事業法の改正があるわけでございますけれども、

その中で保安規制部分の改正の方向性についてもぜひきょうはご審議をお願いしたいと思

います。 

 また、皆様、ご案内かもしれませんけれども、最近風力発電の事故がいろいろ発生をし
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ております。ことしになって３件、大きな事故がございます。雷についても影響を受けて

おります。こうした風力発電関連の事故について、原因確認、対応するための体制をどう

するのかということについてもご説明をさせていただきたいと思います。 

 このように、本日もまた重要かつ広範なテーマについてご意見を頂戴するわけですけれ

ども、ぜひ皆様には忌憚なく活発なご意見を頂戴できればと思います。本日はどうぞよろ

しくお願いいたします。 

○渡邉電力安全課長  それでは、議事に入らせていただきます。 

 議事次第はごらんいただければと思いますが、審議事項と報告事項、２つに分かれてお

ります。審議事項からご議論させていただきます。 

 続きまして、配付資料の確認をさせていただければと思います。配付資料の一覧があろ

うかと思いますが、資料１から１２までございます。不備等ございましたら、議事進行中

でも挙手をいただきまして事務局にお知らせいただければと思います。 

 さらに、きょう実は欠席されております飛田委員から意見ということでコメントをいた

だいております。これは資料の番号がついておる上のところ、委員名簿の次に飛田委員提

出資料ということで準備させていただいておりますので、それのご紹介もさせていただき

ます。 

 それでは、以降の進行を横山委員長にお願いします。よろしくお願いいたします。 

○横山委員長  本日は年末のお忙しい中、お集まりいただきましてありがとうございま

す。きょうもどうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、議事次第に従いまして進めさせていただきたいと思います。 

 資料１から資料３が審議事項３件でございます。 

 まず、資料１につきまして、事務局からご説明をお願いいたします。 

○渡邉電力安全課長  それでは、資料１に基づきまして、「電力システム改革に伴う電

気事業法改正の方向性について」ということで、審議事項の１番目でございますが、ご説

明申し上げます。資料１でございます。 

 １ポツの経緯のところでございますけれども、これはもう報道等でご案内のところとい

うふうに思いますけれども、臨時国会におきまして、昨月でございますけれども、広域系

統運用の拡大等のいわゆる第１弾の改正電気事業法成立ということでございまして、年明

けた次期の通常国会におきましては、ここにございます５つの部分を創設するこういうこ

とにより、小売及び発電の全面自由化を措置するという第２弾が提出されるという予定で
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ございます。 

 そのスケジュール等々は下の参考にございますけれども、めくっていただきまして、冒

頭、商保審のほうからもございましたが、それに合わせて保安のところをどう変えるのか

ということでございます。システム改革に伴ってどう変えるかでございますが、２ポツの

ところでございますけれども、事業類型の見直しというのは保安規制に影響しないものと

して、現行の保安レベルを維持するというところを押さえて改正を考えたいということで

ございます。ただし、事業類型の見直しには、廃止される「一般電気事業」あるいはその

定義が変わります「電気事業」等々の用語を用いている部分がございますので、ここのと

ころはいわゆるハネ改正といいますか、関連するということで改正が必要だということで

ございます。 

 こういったものが３つあるということでございまして、そのうちの１番目でございます

が、２ページの下のほうの (1)でございますが、自家用電気工作物の定義ということでご

ざいます。 

 これは次の３ページをみていただきますと、３ページのちょうど真ん中でございますけ

れども、現行の電気工作物の区分ということでございまして、今の電気工作物、電気事業

法の対象になるものについては大きく３つに区分しておりまして、左にございます一般用

電気工作物──真ん中の図の話でございますけれども、右側のほうで事業電気工作物とい

う大きな２つに分かれ、その事業用電気工作物の中が、電気事業の用に供する電気工作物

と自家用電気工作物と２つに分かれるということでございまして、この分かれた、当然く

くりごとに規制が異なるということでございます。今、改正により、電気事業というもの

の定義が変わるということでございまして、どう変えるのかということでございます。 

 具体的な話は３ページの後半、まず発電用の事業用電気工作物ということでございます

けれども、１つ目で申し上げましたように、電気事業者とそれら以外の自家用の電気工作

物、電気事業者以外の者が発電用でもっているものについてそういうふうに区分している。

具体的には、この電気事業の用に供する電気工作物の電気事業者というのは４つございま

して、４者でございまして、真ん中の図のちょうど右に書いている一般電気事業者と卸電

気等々でございます。 

 ２つ目の、３ページ下の説明のパラの２つ目でございますけれども、自家用の消費用以

外の発電規模が大きいこと等によって重要性が高いということから、今この電気事業の用、

この４者でございますけれども、供する電気工作物としてより厳格な規制を適用している
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ということでございますけれども、「今後も」でございますが、自家消費用以外の発電規

模が一定規模を超える発電事業者については、その重要性から電気事業の用に供する電気

工作物相当の規制を適用するというふうにしたいということでございます。 

 繰り返しいいますと、真ん中の図でみていただきますと、今は事業者によって分かれて

いると。電気事業か、そうでないかということでございますが、重要性ということを考え

ると、発電規模、ただ、それも自分に使うものは除いてということでございまして、規模

によって現行の規制レベルを原則として維持するということにしたいということでござい

ます。 

 ３ページの一番下のなお書きでございますけれども、では規模によって整理するといい

ますと、その規模を出入りするということがあり得るわけでございまして、それをどこの

時点でどう考えるかということを担保したいというのが一番下の１行の意味合いでござい

ます。 

 めくっていただきまして４ページでございますが、送配電用の電気工作物ということで

ございます。冒頭のところにございましたように、発電と送配電と小売と大きく分かれる

ということでございまして、ではその送配電のところをどう考えるかということでござい

ますけれども、現行では先ほどの４者がもっている送配電用の電気工作物というのは電気

事業の用に供する電気工作物という規制でございまして、これは改正後もこれらの電気工

作物が構築する送配電網を健全に保つというのは電気使用者の保護の観点で非常に大事で、

供給支障を防止する上で重要ということでございます。したがって、今後その送配電事業

のところは第一種、第二種、第三種に分かれるというふうに聞いておりますけれども、こ

れらの方の設置する電気工作物については、これまでどおり電気事業の用に供する電気工

作物相当の規制を適用したいということでございます。 

 以上が１つ目の自家用電気工作物の定義にかかわる話でございます。 

 ４ページの （２）でございますが、２つ目の話でございますけれども、技術基準と工

事計画の審査基準の中に、１つ目のパラの話でございますが、一般電気事業という文言が

出てくるということでございます。したがって、これがなくなるということでございます

ので、その意味するところを違う言葉でもって規制法文上手当しないといけないというこ

とでございまして、意味するところがこの２つ目のパラでございますが、「これらは」と、

一般電気事業者以外の者の設置する事業用電気工作物、つまり自家用の電気工作物をもっ

ている方々、あるいは一般電気事業者みずからが設置する事業用の電気工作物、こういっ



- 6 - 

たものの事故、さらには、その事故から波及する事故等々がございまして、それを防止す

る規定。どちらかというと、波及するところを防ぐという意味合いが強い規定でございま

すけれども、そういったものということでございまして、一般電気事業者の設置する大規

模な送配電網の損壊が発生して、大規模供給支障が起こるということを防止するという目

的ということでございます。そうしますと、その事業類型の見直し後でございますが、大

規模な送配電網を保有するというのは第一種送配電事業者、今の一般電気事業者の送配電

部門のところということでございます。この第一種送配電事業者の設置する大規模な──

次の５ページでございますが──送配電網の損壊等が発生して、大規模な供給支障が起こ

るということを防止することを目的とする規定に、したがって改めたいということでござ

います。 

 参考のところでこの条文を入れておりますけれども、先ほど説明したものでわかりづら

いところでございますけれども、参考条文の３９条の２項の３号、４号を記載させていた

だいて、事業用電気工作物の損壊により一般電気事業者の電気の供給に著しい支障を及ぼ

さない、波及させないということでございますが、これはすなわち一般電気事業者以外の

方の電気工作物の損壊によって一般電気事業者が供給するものに影響を与えないというこ

とでございまして、この４号は「事業電気工作物が一般電気事業の用に供される場合にあ

っては」ということでございますので、一般の今の電力会社、電気事業者がまさにもって

いる設備、それの損壊によって、その一般電気事業に係る電気の供給に著しい支障を生じ

ないということでございまして、自分の設備で何か事故があり、それで自分の供給に支障

を及ぼさないようにするということが現行の規定でございます。その意味するところが先

ほど申し上げたようなことだと考えますので、第一種の送配電事業者というふうに置きか

えることが適切ではないかということでございます。 

 これが２番目の話でございまして、次は５ページの下のほう、 （３）でございますが、

３番目の話でございまして、今、５７条に一般用の電気工作物、これは一般用の電気工作

物で、一般の家庭、あるいは小規模の商店、あるいはコンビニ等々でございますけれども、

ここの調査の主体ということでございます。57条に規定する一般用電気工作物の調査義務

というのが今ここの柱書きにございますように、電気供給者にかかっているということで

ございますけれども、これを以下の２つの点から「第一種送配電事業者等」とすることが

適当ではないかということでございます。「等」の中には特定電気事業者が入ってこよう

というふうに思っておりますが、ボリューム的にも主として第一種の送配電事業者が担う
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部分ということでございまして、「等」と書かせていただいております。 

 ２つの理由のうちの１つでございますけれども、当然家庭にある工作物ということでご

ざいますので、本来であれば設置者みずからがそういう調査を行って、設置者みずからが

自分の持ち物が技術基準に合っているかどうかというのを確認するというのが、素直に考

えればそういうことでございますけれども、一般の需要家の方々におかれて電気保安の細

かな知識をもってくださいというのは非現実的な話でしょうし、したがって、その調査義

務を課すというのも現実的ではないと。難しいということでございます。 

 また、６ページのところでございますけれども、この調査自体、竣工するときに調査す

るというのと、定期的に４年に１回調査するという２種類あるわけでございますが、一定

量の設備不良がそういう調査の際に見つかるということでございまして、保安確保の観点

からきっちりと、十分に電気保安に関する知識・能力を有する者がやっていただくという

ことだろうということでございまして、では電気供給者は素直に考えればその送配電事業

者なのか、あるいは小売の事業者なのかということでございますが、次のマル、２つ目の

理由でございますけれども、小売電気事業者とする選択肢もあるわけでございますけれど

も、一般の需要家等が契約する小売電気事業者と考えますと、ここの部分にはかなり競争

が入り、市場への入場あるいは退出というものが考えられるということでございますので、

頻繁に変わるということも考えられるということでございます。そうしますと、その調査

の実施状況等の管理が困難になるということでございまして、制度的安定性を欠くと。し

たがって、第一種送配電事業者等とすることが適当ではないかというのが結論でございま

す。 

 以上３点が、事業類型の見直しに伴う法文関係、規制関係条文の改正ということでござ

いまして、６ページの下半分でございますが、３ポツのところでございますけれども、保

安規制の合理化ということでございます。これも今回の制度改革に合わせて措置をしては

どうかという話でございます。 

 燃料電池発電設備、これはもう設置がパターン化されていて、工場で組み立てられてし

まうと。そういったものが今出てきているということでございますけれども、他方、運転

開始後には当然トラブルがあるということですと、その規模によっては漏電等による火災

あるいは波及事故を及ぼし得るということでございまして、したがって、こういう特性の

電気工作物を考えますと、国が事前に工事計画を審査する必要性は乏しいと。設置がパタ

ーン化されているからということでございます。他方、使用開始前にはきっちりそれが事



- 8 - 

故を起こすようなものでないように設置されているかということについては安全性の確認

が行われるのが望ましいということでございまして、ただ、２つ目のパラグラフでござい

ますけれども、現行法上、こういった規制のやり方ができないことになっております。 

 ２行目にありますように、工事計画の認可届出の対象とならなければ使用前の実施検査

を義務づけられない制度になっているということでございます。そうしますと、１つ目の

パラで書きました類型として「国による工事計画の事前審査は不要だが使用前の安全確認

は必要」と、こういう類型の電気工作物でございますけれども、それは今の届出、さらに

は認可、認可といいますのは基本原子力と新規の発電方式ということになります。基本届

出ということでございますけれども、そういったものを考えますと、それは過剰規制にな

ると。それに当てはめれば、今この括弧で書いているようなものを今のものの中に入れる

ということだと、これは過剰だと。 

 他方、工事計画、認可、届出不要としますと、使用前の検査も不要になるというのが今

の類型でございます。そうますと、この括弧のものにつきましては過少規制だと。検査を

していただきたいのに、していただくという類型がないということでございます。したが

って、こういう適切な規制が法律上行えない状況を合理化するということで、６ページ、

７ページにわたってでございますが、「国による工事計画の事前審査は不要だが使用前の

安全確認は必要」という事業類型を創設したい、新制度を創設したいということでござい

ます。それがこのポンチ絵の中でございますけれども、今の基準制度といいますのはご説

明申し上げた３つの類型でございますが、その中をみていただきますと、工事計画後は必

要ない、みないのだけれども、検査をやっていただくというものはないわけでございまし

て、そういったものを新たにつくりたいということでございます。当然、これをつくると、

先ほどのように届出不要からみればこれは過剰なものになるわけでございまして、そうい

う類型という、そちらのほうに、では具体的に何なのだということでございますけれども、

考えられるのは、今工事計画の審査、届出の対象になっていて、なっているのだけれども、

工事計画をみる必要はないだろうというものをここの類型にもっていくというのが考え方

ということでございます。 

 非常にちょっと駆け足で恐縮でございますけれども、３つプラス１つで、全体では項目

としては４つということでございますので、説明は以上でございます。 

 なお、済みません、参考にアンケート調査というものをつけさせていただいておりまし

て、ことしの７月に実施した全国 1,200人ということで、実は平成６年にも同じようなア
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ンケート調査を実施しておりまして、これは先ほど３つ目にご説明申し上げました一般調

査にかかわる話として、一般の方々のご認識をウェブ上でお聞きしたというものでござい

ます。 

 めくっていただきまして、３ページのところでございますけれども、こういう調査、定

期調査が義務づけられているというのをご存じでしたかということで、知っている方が非

常に今回は少なかったと。ここは実はＱ８でございますが、平成６年のときには「はい」

が非常に多うございまして、これは平成６年のときには実は圧倒的に女性が多い、通商産

業政策モニターの方々を対象にしたということでございまして、恐らく家におられる方が

多かったからだろうということでございますが、こういう認識だということでございます。 

 さらには、ちょっとめくっていただきまして、５ページ目、Ｑ14のあたりでございます

けれども、現在、電力会社あるいは委託を受けられた電気保安協会などがこういう調査を

行っておられるということでございますが、どれを選ばれますかということで、現状どお

りの調査を選ばれるということでございます。こういった結果も出ておりまして、一般の

方々にとりましても今の形で恐らく送配電事業者の方にみていただくという形が望ましい

というのが結果だったということでございますが、もう１つ言えますのは、本来であれば

ちゃんと一般の方々におかれて、これは自分の持ち物であって、自分の持ち物については

ちゃんとその安全を確保するという意識を有していただくというのも１つ大事だろうと思

っております。そういった面での我々の取り組みも必要ではないかと思っているところで

ございます。 

 長くなりまして恐縮でございますが、私からは以上でございます。 

○横山委員長  どうもありがとうございました。 

 それでは、本件に関しまして、ご質問、ご意見等ありましたらお願いしたいと思います。 

 ご欠席の飛田委員のほうからも、この電力システム改革に伴う電気事業法改正の方向性

については、ご意見、コメントを４つほどいただいております。ご覧いただければと思い

ます。 

 それでは、ご意見ありましたらお願いいたします。いかがでしょうか。 

 それでは、まず内田委員からお願いいたします。 

○内田委員  電力総連の内田でございます。ありがとうございます。 

 提案のありました電気事業法改正の方向性につきましては、さきの法律改正の趣旨をか

んがみれば、用語の定義などにつきましては理解できるというふうに思っております。 
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 その上で、ご説明いただきました資料の２ページの２ポツのところ、「事業類型の見直

しに伴う保安規制関係条文の改正について」というところ、２行目でありますけれども、

「事業類型の見直しは、保安規制には影響しないものとし、現行の保安レベルを維持する

ことを原則とする」と、このように記載されております。そのことにつきましては少し意

見を述べさせていただきたいというふうに思っております。 

 そもそも、電力供給体制とか電力システム改革に係る制度設計というのは本委員会の諮

問事項ではないというふうに認識はしておりますけれども、その改革のあり方が、とりわ

けお客様の電気保安だとか電気安全ということに影響するのであれば、経済産業省として

も制度設計段階から十分かかわるべきではないかというふうに考えております。 

 具体的に申し上げれば発送配分離という形になるわけでありますが、停電リスクが高く

なればお客様が不利益を被るわけでありまして、そのリスクというのは人命という形で懸

念が出るわけであります。さらには、設備投資の抑制が進むことになれば、電力設備の修

繕が進まなくて、そのツケは公衆不安という形で影響が出るわけであります。これまで２

年数ヵ月間、現場労働者のうかがい知れないところで次々と物事が決められてきたという

こともあって、本提案資料にある「現行の保安レベルを維持することを原則とする」とい

う文言につきまして、先行する諸外国の事例をみましても、本当に実現可能性があるのか

どうか、そういった不安の声が現場からは寄せられております。そういったことも含めて、

少し長くなって恐縮でございますが、これまでの審議会等での論議を踏まえまして、懸念

事項について述べさせていただきたいというふうに思っております。あくまでも電力保安、

電気安全という視点でございます。 

 まず電力の安定供給という視点でございますが、災害時におきましていかにしてお客様

に早く電気をお届けするかということは、高い現場の使命感、これが何より必要でありま

す。そして、その使命感は、発送配一貫体制の中で築き上げられてきたものでもあります。

いかにしてそのような現場力を維持していくのかということが議論されていないのではな

いかということであります。 

 例を申し上げますと、数年おきに大規模な地震が発生しておりますし、度重なる自然災

害というのはご案内のとおりであります。早期復旧を行うわけでありますが、あるときに

は家族を避難所に残したまま現場に駆けつけて作業を行う、早期復旧に努めているという

現状もあります。綱渡りの電力供給が続いておるわけでありますが、老朽火力発電所の立

ち上げとそのフル稼働運転の対応につきましては、休日返上だとか24時間体制での運用と
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いうのは当然でありますけれども、故障リスクを最小限にするという視点で全神経をとが

らせているということも事実であります。経済産業省の皆さんにおかれましては、ぜひと

も電力の安定供給がこうした人の営みによって支えられているということを念頭に置いて

いただいて、今後の法改正や制度設計に当たっていただきたいというふうに思っておりま

す。 

 次に、停電リスクと設備投資リスク、そして電力供給に関する責任という点について述

べさせていただきたいと思います。 

 これまで安定供に関する一義的な責任は、基本的に現行の一貫体制企業が担ってきたと

いうことになっております。新たに設立される公営機関でありますけれども、これにつき

ましては３つの視点があります。各ライセンス事業者から供給計画を提出させ、需要想定

や予備力管理も行うということ。さらには、連携線や基幹送電線に係る系統計画や作業停

止調整も行うと、このようになっております。もう１点、自然災害など緊急時には電源の

焚き増し指示も行うといった形になっているわけでありますけれども、大きな権限をこの

機関は有するわけでありますが、送配電事業者等の役割と責任の分担は整理しておく必要

があると思います。公益機関は権限を有するが責任を負わないというような曖昧な組織に

はなってはならないというふうに思っております。 

 先日、９日に審議会も開催されておりますけれども、その資料を拝見いたしますと、自

然災害など緊急時には現行と同等以上の協調体制を構築すると、このようになっておりま

すけれども、こうした改革を実施した諸外国の多くでは、指示や権限の調整が困難なこと

から停電復旧の時間のおくれも報告されております。また、設備投資リスクというのも懸

念されておりまして、発電分野は完全自由競争になります。発電事業者がこれまで安定供

給のために維持してきた低稼働の電源、こういったものにつきまして、必然的に全体の供

給力が停止をすると。廃止をすれば停止をするという形になるわけでありまして、電源不

足による大規模停電は起こらないと言い切れるのかどうか。また、そのときの責任の所在

はどこにあるのかどうか。このことは先行する諸外国でも問題が顕在化しておりますし、

制度設計で検討されている送配電事業者、このことが瞬時瞬時の電圧や周波数調整を本当

で行うことが可能なのかどうか、そういった疑問が残ります。さらに、送配電事業者は引

き続き地域独占、総括原価が維持されるということになっておりますけれども、許認可制

の託送料金制度のもとで安定供給を支える送配電設備の投資が今後とも確実に回収される

と保証されているのかどうか。昨今の電気料金審査の過程をみても不安が残っているとこ
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ろであります。 

 そういったことからも、後年設備の改修が滞って停電リスク以外にも公衆安全への影響

ということが顕在化しないのかどうか、そういったことも疑問に残ります。こうした事象

は海外の多くの労働組合から現実の問題として私どもにも報告されております。経済産業

省の皆さんにおかれましては、こうした諸外国の事例を十分踏まえ、制度設計に携わって

いただきたいというふうに思っております。 

 最後でございます。今次、電力システム改革のキーワードは、私は「責任」というふう

に思っております。政治家、行政、電気事業者、有識者の方々をはじめ、システム改革に

かかわった全ての関係者が責任をもった対応をするということが必要ではないかというふ

うに思っておりますし、そのツケやリスクというものがお客様だけに求めることがあって

はならないというふうに思っております。資源エネルギー庁でさまざまな会議体だとか審

議会で議論されておりますけれども、経済産業省におかれましてもそういったことを含め

た十分な対応をお願いしたいというふうに思っております。 

 少し長くなりましたけれども、最終的な電力の安全保安という視点での懸念事項であり

ますので、ぜひとも受けとめていただきたいというふうに思っております。 

 以上であります。 

○横山委員長  どうも貴重なご意見、ありがとうございました。 

 それでは、月山委員のほうからお願いいたします。 

○月山委員  私からは３点申し上げたいと思います。 

 実務的なことが中心でございますけれども、まず１つ目は、今回の資料の中でいいます

と、資料１の５ページ、６ページあたり、57条に関します一般電気工作物に対する調査の

主体のお話でございます。事務局ご提案のとおり、この趣旨に賛同でございます。やはり

アンケート調査結果にもございましたけれども、お客様の保安に対する知識・技能レベル

は向上していないという現状ですとか、あるいは設備竣工時の不良というものが一定量継

続して発生しているということを考えますと、引き続き現行制度におけます一般電気事業

者同様、システム改革後も送配電事業者、この調査義務を負うということはやむを得ない

というお話かと考えております。 

 ただ、事務局からのご説明にもありましたように、あるいは資料にも記載がございます

が、本来一般電気工作物の保安責任、やはりお客様にあるというのが本当の姿かと思って

ございます。そういう意味で、その本来の姿に近づけていくという観点からは、引き続き
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また国のより一層の取り組みに関する関与というのが必要ではないかと考えております。 

 例えば具体的には、一般のお客様の電気安全意識の向上におきましてはより一層の啓蒙

活動ですとか、あるいは電気工事業者様の工事不良率の低減に向けた何らかの国の関与と

いうものがあるかと思いますので、ぜひ検討の俎上に上げていただければというふうに思

っております。 

 以上が１点目でございます。 

 ２点目でございますが、今回の電気工作物の定義の見直しのお話でございます。 

 事務局ご提案の整理の方向性については異議はございません。この方向でお考えいただ

ければというふうに思ってございますが、それに関連する要望というところでございます

が、発電用の事業用電気工作物に関しましては省令レベルのお話かと思うんですが、今後、

省令の整備についてもご検討に入られると思いますので、その関連でということで申し上

げますが、電気事業法の施行規則の５０条には、事業者が規定すべき保安規程について、

どういう保安規程を定めないといけないんですかということが書いておられまして、我々

一般電気事業者あるいは卸電気事業の用に供する事業者は、それ以外の事業者の方と比較

しまして、特に発電分野におきまして相当保安規程に定めなさいと書かれている項目が非

常に細かく規定されておるところでございます。本来自主保安という範疇でございますし、

今後発電事業者相互のイコールフッティングということもございますので、適切なタイミ

ングで合理的な見直しというものをぜひご検討いただければありがたいということ、これ

はお願いごとでございます。 

 続きまして、３点目でございます。これも関連してのご要望ということになりますが、

電気設備全般に関しまして、安全管理審査制度の見直しについても検討をお願いしたいと

いうところでございます。 

 平成１２年に安全管理審査制度というものが入りまして、国によって、例えば使用前検

査ですとか溶接検査、こういうものは基本的に国による検査は廃止すると。そのかわり、

設置者みずからが基準への適合性を確認するということになったわけでございますけれど

も、そのときに設置者に関しましては自主検査の自主管理体制、これは国の審査を受けな

さいという義務が課されておるわけでございますが、これもある意味で法律制定のこの見

直しがなされて以降、１０年以上たっておるわけでございますし、この安全管理審査制度

が導入されたときにも、いずれこの安全管理審査については廃止も検討課題だというふう

に規定されておるという認識でございますので、今後これにつきましても合理的な規制の
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あり方についてもぜひご検討の俎上に上げていただければありがたいと思ってございます。 

 以上、３点でございます。よろしくお願いいたします。 

○横山委員長  どうもありがとうございました。 

 まとめて後で事務局さんから、この第１番目の議題についてまたお答えいただきたいと

いうふうに思います。 

 それでは、ほかにございますでしょうか。 

 ございませんでしょうか。それでは、事務局さんのほうからまとめて、今のコメントに

つきまして何かありましたらお願いします。 

○渡邉電力安全課長  ありがとうございます。内田委員と月山委員のほうからいただき

ました。 

 内田委員のほうから、電気の安定供給が大事だというお話をいただき、システム改革に

係る部分は、これも委員のほうからもコメントがございまして、この場でということでは

ないということでございますけれども、その安全を確保するというのは当然これも大前提

の話であろうというふうに思っております。また、災害時の話なりもコメントでいただい

ております。また、その必要なものは投資の修繕等々確保できるのかということでござい

まして、必要なものをきっちり確保していただくというのは本当にもう基本、前提なんだ

ろうと思っております。したがって、規制当局側として、きちんとここに書かせていただ

きましたように、保安規制のレベルをきっちり維持するというところは規制のお話として

守っていきたいと考えております。 

 また、広域機関の災害時の役割等々につきまして、これは資源エネルギー庁からも話と

してはあるところでございまして、その委員会でもこちらのほうと話をということでコメ

ントをいただいているということでございまして、その協調すべきところについては協調

して対応してまいりたいと考えております。 

 月山委員からは３点いただきまして、１点目、一般調査の方、一般の人への啓蒙なり、

あるいは工事事業者の方々のところの不良があるとすればそれを低減することについての

国の関与ということでございます。１点目の前者のほうの啓蒙等々につきましては、いろ

いろな場を通じてやらせていただければというふうに思っておりますし、２点目のところ

はなかなか国の直接的などういう関与があるのかというのは難しい面もあるのではないか

なというふうに思っておりますけれども、そういったものをなくすという方向につきまし

ては全く国も一緒でございますので、引き続き何がやり得るかというところは考えていけ
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ればというふうに思っております。 

 また、２点目のところでございますけれども、保安規程の中身、ご指摘のとおり、ここ

で規制の違いと申し上げているものの１つとして保安規程の記載事項ということで、電気

事業用につきましては１５項目、自家用については９項目という差があるわけでございま

す。いろいろ経緯もあってこういう形になっているということでございますが、当然省令

なり考える際にはどういったものを変えていただくのが適切かというのはきっちりと議論

した上で、またお諮りさせていただく機会があろうというふうに思っております。 

 また、安全管理制度の見直しの話でございますが、実は後のほうでご報告させていただ

きますけれども、溶接の監視につきましては実は規制改革のテーブルに乗り、この項目自

体は今作業しておるということでございます。ご指摘のコメントをいただきまして、全般

にかかわる話だろうと思っております。最初にこの制度をつくったとき、自主保安という

考え方のもとで検査自体をやっていただいて、我々は体制をみましょうということでスタ

ートし、さらには将来的には縮小、廃止ということでスタートしたというのは、まさにご

指摘のとおりでございます。どのタイミングでどうだということは今この局面で私自身が

申し上げるところまでは、検討等々あるわけではございませんので、そこはご容赦いただ

きたいと思いますけれども、ご要望としてきっちりと受けとめさせていただければと思っ

ております。 

 さらに、冒頭、飛田委員からの委員長宛ての意見提出ということで、１つ目の電事法改

正の方向性についても４点、委員長のほうからご紹介がございましたが、１つ目のところ

でございますけれども、発電・送配電事業者等には電気工作物規制が必要と。既存の送配

電網への供給量によりということで、恐らく事務局と同じ考え方、規模によるものという

ことでのご意見だろうと思います。 

 ２つ目でございますけれども、新たな社会的責任を負う関係事業者の選別が必要だとい

うことで、審査基準の見直しに関してはということでございますが、大規模停電・供給支

障が起こらないように、まさに今のものを意図するところを体現したいという改正という

ことでございますので、ご意見に沿ったものではないかと思っております。 

 また、３つ目の一般用電気工作物の調査に関しましても継続性が大切で、送配電事業者

だということです。 

 最後、４点目でございますが、使用前の安全確認のみで大丈夫かについて検討していた

だきたいということでございまして、燃料電池が１つの持続性のものだろうということで
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記載させていただいているところでございますけれども、そういう新エネの開発を見据え

て安全性を第一に、これで大丈夫かということの検討をしていただきたいということでご

ざいまして、それはもうおっしゃるとおりでございまして、当然使用前の安全確認のみで

は不十分というものについてはその新しい類型の中には入ってこないということでござい

ます。入れて問題がないだろうというものについて当然そこにということになると考えて

おります。ただ、今の時点でそれは何なんだということにつきましては、これも別途様々

なことを考慮し、保安実績等も含めてですが、今精査をさせていただいているところでご

ざいまして、制度自体の施行自体は２０１６年、第２弾に施行ということでございまして、

当然それまでにはきっちりと考え、この場でもご紹介をもちろんさせていただければと思

っております。 

 以上でございます。 

○横山委員長  どうもありがとうございました。 

 そのほかに何かご意見はございますでしょうか。よろしゅうございますでしょうか。 

 それでは、この資料１にあります電力システム改革に伴う電気事業法改正の方向性につ

きましてご承認いただいて、この方向性で進めさせていたいと思います。どうもありがと

うございました。 

 それでは、続きまして、資料２でございます。「太陽電池発電所の保安管理業務の外部

委託に係る点検頻度の見直しについて」ということで、ご説明をお願いします。 

○渡邉電力安全課長  それでは、資料２でございます。 

 横Ａ４のポンチ絵的な、パワーポイントの資料でございますが、「太陽電池発電所の保

安管理業務の外部委託に係る点検頻度の見直しについて」ということでございますけれど

も、これにつきましては、この８月８日の第３回の電安小委のところで、そこに至るまで

の経緯についてご報告させていただいたところでございますけれども、本年３月１９日の

この委員会におきまして、この点検頻度について議論をさせていただいたわけでございま

すけれども、その後、太陽電池発電設備の導入拡大の期待を背景に、他の設備の受変電設

備と同様の点検頻度は過剰ではないかという声があることも踏まえまして、閣議決定、６

月１４日でございますが、ここをめくっていただきまして２ページの四角の中のような記

載がされているということでございます。本日はこの③のところでございますけれども、

太陽電池発電所における受変電設備と相当規模の受変電設備の調査から、適切な点検頻度、

太陽電池発電所の受変電設備の適切な点検頻度のあり方を検討し、結論を得るということ
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でございます。検討に際しては、様々な差異の有無とか、故障率等々を考慮してください

ということでございます。 

 ３ページの経緯でございますが、この閣議決定を受けまして、関係者・専門家により日

本電気協会の中に委員会をつくっていただきまして、メンバーはこの下に書かせていただ

いているとおりでございまして、委員におかれましては委員長として本委員会のほうに参

加いただいたということでございまして、さらに作業会もつくりということでございまし

て、実際に太陽光をやっておられる方、さらにはその保安の業務に携わっておられる方、

そういう専門家の方に入っていただいて議論をし、結論を得たということでございます。 

 その結論でございますが、４ページはちょっと割愛させていただきまして、設置形態の

違いということでございまして、５ページでございます。 

 これまでの点検の有効性、これは需要設備と太陽電池発電所でございますが、さらにそ

の設備の設置環境、使用状況の違いについても、実験も含めまして詳細に、どこに差があ

るのだろうということを、専門的、さらには客観的に検討・評価したということでござい

ます。感電・火災・波及事故に対するリスクを分析・評価した、その結果が②でございま

すけれども、一般の需要設備の受変電設備に比べて、総合的にみるとわずかではあるがリ

スクが太陽電池発電所の受変電設備より小さいという結論が得られたということでござい

ます。したがって、１ヵ月または２ヵ月を限度とした緩和を行う方針でいかがかというこ

とでございまして、次の６ページでございますけれども、受変電設備の要件ということで

４種類、受変電設備の規模あるいはその信頼性、それの置かれた環境等々をもとに、細か

いところでございますけれども４つに分類され、それぞれについて、今現状は猶予されて

いるわけでございますが、現状というのはあるべき、今あるべきとされていた点検の間隔、

６ヵ月に１回、３ヵ月に１回、２ヵ月に１回ということでございまして、それにつきまし

て、先ほど申し上げた設備リスクの差異があることから１ヵ月の緩和が可能ではないかと

いうことでございます。本件は月次点検に伴うものでございまして、年に１回、また詳細

な年次点検というのが別途あるわけでございます。年次点検の中で月次点検も包括される

ようなことでございまして、したがって、その月次点検の意味合いとしては６ヵ月という

のが最低の頻度であろうということでございまして、６ヵ月のところは６ヵ月そのままで

ございます。さらに緩和段階、②とあります。プラス１ヵ月と書いておりますけれども、

そういう設備リスクの差異に加えて随時監視制御方式あるいは常時遠隔監視制御方式とい

うのと連絡体制をちゃんと確立していただければ、さらに信頼性は上がるということで、
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一月の緩和というのも可能ではないかということでございまして、それぞれに一月をおい

ておるということでございます。２つ目の欄につきましては、４ヵ月または５ヵ月と書い

ていますが、５ヵ月５ヵ月だと、あと２ヵ月で年次点検が来ますので、そういう意味合い

では４ヵ月で年に３回というのと違いはないだろうということで、またはということでご

ざいます。これがなければ５ヵ月というのもあるわけでございますけれども、切りのいい

４ヵ月というところと、やる回数において最終的に違いがないだろうということでこう書

かせていただいています。 

 ちょっと飛びまして、９ページをみていただければと思いますが、先ほどちょっと差異

がありますと、詳細に検討してということで、具体的なその差異がこの９ページでござい

まして、感電・火災・波及に関してそれぞれの原因でこういうリスクが起こるだろうとい

うことに関して、太陽光にくっつく受変電設備と一般の受変電設備とのリスクの評価でご

ざいます。「低」と書いていますのは太陽光発電設備についている受変電設備のリスクが

低いということでございます。例えば負荷への影響ということで、発電専用設備なので需

要負荷を有しないということで、その影響を与えるリスクは低いと。需要負荷に与える影

響。ただ、充電部への接触等、柵塀等で基本的に区画されていて立ち入らないということ

で、施工不良の話でございますけれども、変更工事というのは需要設備には今幾つか、こ

んなのがくっつき、こんなのを取り外しとかいうのがあり得る可能性がありますが、発電

設備も基本的にずっと設備はそのままということでございまして、その不良のリスクも小

さい等々でございまして、こういった定性的なところをに積み上げて最低一月ではないか

と。さらに、先ほど遠隔監視制御方式等々、連絡体制を構築して、さらに１ヵ月というの

で大丈夫ではないかということでございます。 

 済みません、この資料でございますが、９ページの前に８ページでございますけれども、

検討結果①といいますのは、今の需要設備の受変電設備における実際の月次点検でも、こ

れほどの数の事故の未然防止あるいは技術基準の不適合というものの指摘がされていると

いうことでございまして、通常の需要設備にかかわる受変電設備の点検についての有効性

についてもこの専門家の委員会の中でも確認されたと聞いているところでございます。 

 以上でございまして、７ページ、最後でございますが、今後のスケジュールということ

でございますけれども、今日ご審議いただきまして、この一月、さらに一月、最大で２ヵ

月を限度として点検頻度に資するということでよろしければ、４月１日の施行を目指して

手続に入らせていただければと考えている次第でございます。 
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 以上でございます。 

○横山委員長  それでは、ただいまのご説明に関しましてご意見をいただければという

ふうに思います。 

 それでは、海老塚委員のほうからお願いいたします。 

○海老塚委員  日本電機工業会の海老塚でございます。ありがとうございます。 

 検討の背景のご説明にございましたように、この件は太陽電池発電所の受変電設備の点

検頻度につきまして、必要な保安水準を確保する、それからほかの受変電設備との整合性

をとる、あるいは差異を明確にする。その上で太陽光の普及を図る上での事業者の負担を

軽減するというような観点で検討いただいたということでございますけれども、今回ほか

の受変電設備との差異、なかなか定量的には難しいところなのですけれども、分析をいた

だいて、それから事故リスクということも分析いただいた上で、月次点検として１ヵ月ま

たは２ヵ月を限度とした緩和を含めた内容というご提案でございまして、現時点では妥当

な内容ではないかというふうに考えております。 

 今後、太陽光の全量買取設備の稼働実績がふえまして、事故リスクに対する実態という

ことがさらにデータが積み上がったという時点で、またその点検頻度を含めて合理的な適

正化の可能性が出た場合につきましては、またさらに検討をお願いするというところでご

ざいます。 

 以上でございます。 

○横山委員長  どうもありがとうございました。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 それでは、若尾委員からお願いいたします。 

○若尾委員  ただいま海老塚委員のほうからもご指摘があったと思うんですが、今後も

点検頻度に関して検討するに当たって、やはり運用実績というものを蓄積して定量的な分

析を継続していくというのが非常に重要かと思っております。 

 今回の点検頻度の検討委員会におきましても、さまざまな箇所から大量の受変電設備の

データを集めまして、相当の時間をかけて分析をしたわけですけれども、今後こういった

同様の検討をするに当たって、活用できるデータをいかに効率的かつ利用しやすい形で蓄

積していくかという仕組みづくりが重要と思った次第です。よろしくお願いいたします。 

○横山委員長  若尾先生にはこの委員長を務めていただきまして、本当にいろいろご苦

労をしていただきました。ありがとうございました。 
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 ほかにいかがでしょうか。 

 それでは、事務局のほうから何か、若尾先生からコメントをいただきましたが、いかが

でしょうか。 

○渡邉電力安全課長  先生ご指摘のとおりでございまして、こういう議論、これは太陽

光に限らない話でございますけれども、それにつながる受変電設備、発電所、先ほどござ

いました電気工作物一般ということで申し上げますところの保安のレベルを考える等々に

おきましては、当然データがこれはもう大前提でございまして、定性的にものを言ってな

るというわけではないというふうに。今回は本当にもう、先生をはじめご苦労を、その点

で先ほど海老塚委員からもございましたが、実績がない、余り出ていないという中で苦労

いただいた点だろうと思っております。したがって、そういうものを活用できるデータを

とる仕組みというのは本当に大事なものだというふうに思っております。何がどうできる

かというのはこの場ではあれでございますけれども、引き続きといいますか、考えていき

たいと思っております。 

 また、海老塚委員からもございましたけれども、データがさらに積み上がり、この太陽

光につながるものにつきまして、したがってそういう議論があり得るときには議論もされ

ることになるのだろうなというふうに思っております。今、現時点ではこういう形でとい

うことにつきましては、コメントをいただいたとおりだろうというふうに思っております。 

○横山委員長  ありがとうございました。 

 それでは、ご意見ほかにございませんでしょうか。 

 それでは、先ほどお示しありました７ページの今後のスケジュールに従いまして、今後

進めさせていただきたいというふうに思います。 

 失礼いたしました。飛田委員のほうから１点、意見をいただいておりますので、それに

つきまして渡邉さんのほうからお願いいたします。 

○渡邉電力安全課長  飛田委員のコメントでございますけれども、点検頻度の見直しに

ついてということでございまして、屋根貸しをするか否かの設問で、消費者のアンケート

で「いいえ」がありますと。その中で保守点検の不安ということでございまして、これが

消費者の意識だということでございまして、外部委託先、点検頻度等いずれも緩和が相次

ぎ、余りにも効率優先ではないかということで、着実な発展を期待する消費者として心配

するということでございます。ご指摘の点は、そういうご不安があるということできっち

りと受けとめたいというふうに思っておりますし、効率優先にして我々この場でこの案を
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お諮りしたということではないだろうというふうに考えております。できるところは客観

的・合理的に考えて、そういう規制に直すということでございまして、効率優先になり過

ぎないように、そこはもう事務局としてもちゃんと肝に命じて今後とも対応していきたい

と考えております。 

○横山委員長  どうもありがとうございました。 

 よろしゅうございましょうか。 

 それでは、今後のこのスケジュールに従いまして進めさせていただきたいというふうに

思います。どうもありがとうございました。 

 それでは、引き続きまして、審議事項の３番目、資料３でございます。「発電用火力設

備の技術基準の解釈」「発電用火力設備における高クロム鋼に対する寿命評価式」の一部

改正についてということで、資料３のご説明をお願いいたします。 

○渡邉電力安全課長  恐れ入ります、資料３でございます。「発電用火力整備の技術基

準の解釈」別表第１及び「発電用火力設備における高クロム鋼に対する寿命評価式」の一

部改正についてということでございますが、経緯のところでございますけれども、さまざ

まな鋼材が発電用の火力設備等々で使われているということでございまして、それがどの

程度の荷重に耐えられるかということについて、今、技術基準の解釈の別表１にこう書い

ているところでございます。さまざまな、これは本当にたくさんの鋼材が記載されている

わけでございます。その中に高クロム鋼といわれるものが18種類ございまして、そのうち

の１２種類につきまして新たな知見、データということでございますが、現行の規定より

も低い荷重にしか耐えられなかったということが明らかになったということでございまし

て、したがって、その別表１で定めている値の改正を直すということと、さらにはこの新

たなデータが得られたことによって、もう１つ作っておりますのが寿命評価式というもの

を、どれぐらいもつのだろうかという式でございますけれども、これの改正も必要になっ

たということでございまして、そのように変えたいということでございますが、ちょっと

わかりづらいのですけれども、２ページをみていただきますと、ある高温下におきまして

一定の応力をかけていますと、ぐーっと伸びきるような形になりまして、最後破断すると

いう、これをクリープ破断ということでございますが、これを横にとり、どれぐらいの力

を与えるかというのを応力で縦軸に入れております。それぞれの点がデータなわけでござ

いますけれども、それをグラフ化したものについて、温度別に ５５０℃、ここでは ６０

０℃、 ６５０℃と書いておりますが、実線のものが材料のクリープの破断強化のちょっ
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と中間的なもの、それぞれのデータの点のちょうど真ん中のラインを引いたものというこ

とでございまして、破線の点々のものでございますが、これは先ほど申し上げた寿命評価

式を体現したグラフでございまして、どういうものかといいますと、この２ページの上の

中に書いておりますけれども、９９％のデータがその線の上に来るという、１つの素材、

材料と考えましても、それぞればらつきがやはりあろうということでございまして、ほぼ

９９％が上に来るだけの安全にとった強度というものをつなげたものがこの寿命の評価式

ということでございます。それが従前のものと比べて、このクリープ破断時間の時間の長

いところのデータが従前なかったということでございまして、それがとれてくるようにな

り、この２ページの図１をみていただきますと、赤いものが従前のものでございまして、

黒いものが直した後のものでございます。そうしますと、時間のたったところの、例えば

６００℃のところでみていただきますと、赤の実線と黒の実線が今回の改正の違いでござ

いますが、傾きがより厳しくなっているということでございまして、これはこの６００℃

でこの材料を使うと、この時間で破断の強度になるということでございます。 

 ここをちょっと拡大したのが３ページでございまして、これは６００℃のところのライ

ン、赤字のラインが⑤でございますが、現行のクリープの破断強度ということで、ちょう

どそれぞれのデータの平均値をとったものです。これをみますと、この三角の青でござい

ますけれども、この赤よりも下のところにそれが出てきているものがあるということでご

ざいまして、今とれたデータをプロットするとこの辺に来るということでございます。で

は、平均をとればどうなのかといいますと、これはまた赤ではなくて黒の実線、最新デー

タに基づき下方修正を、これらが平均の値だろうということでございます。 

 さらには、その寿命評価の式は９９％のものがその自分のラインよりも上に来るという

安全サイドに立った評価式ということでございますけれども、それを寿命評価に使ってい

るということでございますが、この青の三角が、赤の点線が現行の寿命評価式、赤線、⑧

にありますけれども、ということだと。この青の三角が、この破線より下に来ているもの

が幾つかみられるというデータがとれたということでございまして、したがって99％上に

来るようなラインで引きますと、この黒の破線ということでございまして、このような形

に改正をしたいということでございます。 

 具体的に変えるものでございますけれども、次のページでございますが、４ページは、

済みません、寿命評価式の改正ということで、この点々あるいは三角、プロットされたも

のについて９９％上に来るというラインで引いたものをあらわす式として、こういう式と
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いう形だということでございます。具体的には別表１の数字が別紙１にあるような形で、

１２の高クロム鋼について記載を改正したいということと、さらに別紙２でございますが、

先ほどの４ページの式、それぞれ定数がございました。それに入れる、実際にどの数字を

どの材料のときに当てはめるかということでございますが、このような形で、これは現行

規定が青でございまして、右のほうが改正の提案ということで、非常に細かな数字で恐縮

でございますが、このような形に直したいということでございます。 

 最初のページに戻っていただきまして、改正内容でございますが、１２種類の鋼材につ

いて、別表１と寿命評価式の下方修正ということでございますが、括弧のところでござい

ます。そうしますと、今の規定に基づいて使われている設備ということでございますけれ

ども、改正された寿命評価式で評価しますと寿命が短くなるということでございますので、

当然各事業者におかれては、今何年間使うといったものをもうちょっと前倒して交換なり

をしていただく、あるいは検査していただくということでございます。通常こういった材

料を使っております部位につきましては厚み、減肉の程度等々を検査していただいている

ということでございますので、すぐ何らかの問題が生じるということではないというふう

に考えております。適切にこのデータをもとに検査・交換等が実施されていくと考えてお

ります。 

 スケジュールでございますけれども、１月にパブリックコメントを経まして、必要な措

置を実施したいということでございます。 

 以上でございます。 

○横山委員長  ありがとうございました。 

 本件に関しまして、何かご質問はございますでしょうか。 

 よろしゅうございますでしょうか。 

 それでは、ご説明のとおり、このスケジュールに沿いまして、１月にパブリックコメン

ト及び必要な措置を実施させていただきたいと思います。どうもありがとうございました。 

 それでは、これからが報告事項に入ります。 

 資料４「時代が要請する新たな課題への対応状況について」ということで、ご説明をお

願いします。 

○中沢補佐  ここからは私がご報告申し上げます。 

 報告事項は幾つかございまして、ちょっと時間の関係もあるので要点のみということで

進めさせていただきます。 
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 資料４ですが、これはいつも我々が取り組んでいる項目の一覧ということでございまし

て、網かけになっているところが措置が済んだものということで、残りのところが今回の

審議事項、報告事項、それからあとは次、恐らく３月に次回開催をさせていただくことに

なると思いますけれども、そこでお諮りするものということでございまして、ちょっと個

別には申し上げませんが、みていただけるとおり、例えば25年度内に検討・結論というも

のが複数ございますので、ちょっとまた３月のときにかけることになると思いますけれど

も、またその際、ご審議をよろしくお願いしたいと存じます。 

 以上です。 

○横山委員長  どうもありがとうございました。 

 何かご意見はございますでしょうか。 

 よろしゅうございますでしょうか。どうもありがとうございました。 

 それでは、引き続きまして資料５の「電気設備の自然災害等への対策に関する検討につ

いて」ということで、ご説明をお願いします。 

○中沢補佐  こちらは、ことしの３月のときに、ここにある内容について検討の場を設

けるということを１枚紙でお示ししたのですけれども、それが具体化してきたということ

でございます。 

 １ポツの経緯のところですけれども、昨今、台風などによって局所的に集中豪雨・竜

巻・突風といったものが頻発しているという状況、それから、今後南海トラフの巨大地震

とか首都直下地震といったものの検討がなされていて、その内閣府の中央防災会議でそれ

らの巨大地震については被害想定が出るというこの状況におきまして、こういった状況が

発生したときに、果たして電力システムというのはどこまで体制があるのかといったこと

について検討したいというふうに思っております。 

 具体的な内容のところですけれども、２ポツのところにございますとおり、２ポツの

（２）のところで、まず巨大地震とか山岳における集中豪雨、大規模地滑りとか、さらに

は竜巻、火山噴火、サイバー攻撃などということを考えておりまして、これらに対する復

旧の迅速化対策ということを検討していきたいと考えているのですけれども、ちょっとそ

の前提として、皆さんというか、関係者の間でコンセンサスを得たいということとして、

２ポツの（１）なのですけれども、まず、今申し上げたような、何をスコープにするのか

というところ、それから、復旧を目指すときにやはり１つの目標というところが必要では

ないかというところがございまして、これまで阪神大震災とか東日本大震災というところ、
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電力の需要があるところについてはおおむね１週間で復旧しているということがございま

すので、そういったことを基本的なラインとして、今後大きな地震が起きても同じような

期間で復旧することを目標にできないかと、ここはいろいろ議論があるとは思うんですけ

れども、そういったものを我々の考えとして示して、スタートして検討を進めていきたい

というふうに考えております。 

 後ろをめくっていただきまして、検討の進め方ということでございまして、そこにあり

ます電気設備自然災害等対策ワーキングというものを設置して、各分野の専門家のご意見

をいただきながら検討を進めていきたいと思っておりまして、スケジュールとしては年明

けにも第１回を開催して、来年中ごろに中間とりまとめを行いたいというふうに考えてお

ります。 

 以上です。 

○横山委員長  どうもありがとうございました。 

 この資料５につきまして、何かご意見、ご質問ありましたらお願いしたいと思います。 

 それでは、まず月山委員、米沢委員というふうにいきたいと思います。 

○月山委員  恐縮です。電気連の月山でございます。 

 １点申し上げさせていただきます。 

 私ども電気事業者としましても、電気設備における自然災害等への対応につきまして検

討していただきますことは非常に重要なことかと思ってございます。いろいろな電気設備

を設置運用し、最も設備自体を把握している者、そういう立場と考えてございますので、

ワーキングの検討にぜひ積極的に参加させていただけたらと思ってございます。 

 検討に当たりましてではございますが、僣越ではございますけれども、やはり社会全体

のシステムのあり方、これについてやはり共通の認識をもって合理的な取り組みというの

を進めることが必要かと思っております。その意味で、当然ながら１つの事業者というだ

けで対応するということは不適切かと考えてございますし、国ですとか自治体、あるいは

さまざまなインフラの事業者、その役割分担といったようなことを含めまして、ハード、

ソフト両面で本ワーキングの中で取り組むべき方向性、検討を進めていただければという

ふうに思ってございます。私どもも積極的に協力してまいりたいと思っていますので、ど

うかよろしくお願いいたします。 

○横山委員長  どうもありがとうございました。 

 それでは、米沢委員のほうからお願いいたします。 
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○米沢委員  全日電工連の米沢です。 

 先ほどの話で内田委員も申されましたけれども、この自然災害等への対策について、現

システムと今いわれているような電力改革システムの対応では随分違ってくると思うんで

すね。このワーキンググループに関しましては、その現システム及び改正になったほうの

システムで対応するのか、その辺ちょっとお伺いしたいのですけれども。 

○横山委員長  それでは、関連して、内田委員のほうからまずお願いします。 

○内田委員  １点お願いします。 

 先ほど１週間程度で大規模震災のときの復旧体制がありましたけれども、架空線と地中

線の対応というのは復旧方法もおのずと変わってまいりますので、架空線ベースの検討と、

例えば地中線のときに、地中線の対応で復旧するのか、地中線を断念して架空線で仮復旧

をするのかとか、その辺の細部の検討が必要かと思いますので、ぜひとも地中化のところ

については個別の綿密な検討をお願いしたいというふうに思っております。 

 以上です。 

○横山委員長  どうもありがとうございました。 

 それでは、米沢委員からもご質問がございましたので、まずは事務局からお願いします。 

○渡邉電力安全課長  地震災害対応につきましてということでございますけれども、現

行の体制なのか、あるいはでき上がった際のものかということでございますが、今考えて

おりますのは現行の今の体制において考えるということでございます。南海トラフ巨大地

震あるいは首都直下地震、発生の可能性が懸念されるということでございますが、その他

も含めまして、地震災害を考えれば、それはいつどうだということがいえるものではない

ので、今考えられているこの体制においてどういうことがやり得るか。さらにそれが変わ

ってこうなりますということで、それに合わせて当然そのモディファイなり考えないとい

けない点については考えていくということになろうと思っております。とりあえず来年か

らで、この６月時点の中間とりまとめを行う中で、どこまでそこの将来見通したものが取

り込めるかというのは今後考えていきたいというふうに思っておりますけれども、将来あ

るものだけを目指して今考えるということではございません。まさに今、起こったときに

どうきっちり対応できるのかというのを検証しておくというところからスタートしたいと

思っております。 

○米沢委員  おっしゃるとおりで、今の現システムで考えるというのは当然正しいと思

うんですけれども、もし現システムで考えた時間帯が新しいシステムになった場合に、な
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おおくれるという、時間がかかるとかリスクがもっと大きいという話があったら、今のシ

ステム改革に反映ということはあり得ますか。 

○渡邉電力安全課長  恐らく考えますには、こちらからそちらに反映というよりも、

我々としてはその中でいかにそれを考えるかということだと思います。反映があり得るか

といいますと、多分そういう方向での議論ということではないのだろうなというふうに理

解しております。当然新たなシステムにおいても我々として守らないといけない安全のと

ころ、防災のところについては変わりないわけでございまして、では、いかにそれをなし

遂げるか。そのシステムの前提で考えるということがあるのだろうと思っております。 

○横山委員長  よろしゅうございましょうか。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 では、海老塚委員、お願いいたします。 

○海老塚委員  記載されているのでそのとおりだと思うんですが、この自然災害以外に、

サイバー攻撃とか情報セキュリティーの、こういった内容が非常にやはり重要だと思いま

すので、タイトルは自然災害「等」になっておりますけれども、ぜひそこもご検討いただ

ければと思います。 

 以上です。 

○渡邉電力安全課長  すみません、この「等」にはまさにそういう思いがありまして、

自然災害で読めないというものでございます。そこも大事な話としてきっちりと検討して

いきたいと思っております。 

○横山委員長  ほかにいかがでしょうか。 

 よろしゅうございましょうか。 

 それでは、このワーキンググループ、年明けからということで、どうぞよろしくお願い

したいというふうに思います。 

 それでは、続きまして、資料６です。「小規模ダム水路主任技術者選任の見直しについ

て」、ご説明をお願いします。 

○中沢補佐  こちらは、現行の規制のレベルは変わらず、それを満たすものを明確化す

るということで報告事項にさせていただいておりますけれども、１ポツのところですけれ

ども、６月の規制改革実施計画の中で、ダム水路技術者についての柔軟な検討ということ

で、そこにあります１つ目、土地改良法、これは農業地の改造、改良とか開発なんかによ

って農業の生産性を上げるとか、農業総生産の増大を図ることを目的としている法律です
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けれども、その中で適用される農業用水路に水力発電設備を設置する場合にはダム水路技

術者というのを不要とするべくと。その結論が示されているような形ですけれども、結論

を得なさいということと、（２）としまして、５００キロワット未満の水力発電所につい

て、もともと法律上、ダム水路主任技術者という資格をもっていない方からも大臣の許可

によって選任できるというふうになっているのですけれども、ここについて、農業土木学

の履修者とかを含めて土木に関する一定の学科をおさめた人については許可するようにと

いうことで、この２つについて検討しましたということです。 

 １つ目ですけれども、①の（１）電気事業法というふうに書いてございまして、そこの

下の注のところに「ダム水路主任技術者は」と書いてあるのですけれども、ダム水路主任

技術者はどういう人かというと、水力発電の工事とか維持・運用に関する保安監督を行う

人であるということでございまして、そこのちょっと上に経済産業省告示というのが書い

てあるのですけれども、告示の１００号というところにダム水路主任技術者が不要なもの

として、そこに書いてありますとおり、「ダムを伴わず」云々と、最大使用水量が１㎥/s

未満のものというもののほかに、水道法、下水道法、工業用水道事業法に規定される施設

に設置されるものについては不要だということを定めてございます。 

 それで、要はここの電気事業法で定めているダム水路主任技術者の役割というものがこ

の土地改良法の中で担保できれば不要としてよいのではないかという方向で検討をいたし

まして、ちょっとページをめくっていただきまして、２ページ目の②のところ、検討結果

というところなのですけれども、下線をひいてあるところですが、その土地改良区、これ

は法人ですけれども、この法人が扱う農業用水路等に水力発電設備を設置する場合には、

その事業計画の中で維持・管理の方法について記載が行われるということ。それから、そ

の下ですけれども、責任、何か起こったときの責務というのが土地改良法において土地改

良区の役員が負う責務に含まれているというふうに考えられるということ。それから、そ

の下ですけれども、国や都道府県とか市町村が行う場合についても、その管理方法という

のを計画の中に位置づけるという条文がございまして、これらを勘案すると、土地改良法

でみられている農業用水路に水力発電設備がついた場合は、土地改良法の中で適切に維

持・管理が行われるのではないかということで、先ほど申し上げた告示の中に、ダム水路

主任技術者が不要な条件として「土地改良法に規定される施設に設置されるもの」という

ものを追加したいというふうに考えておりますというのが１点でございます。 

 ２点目のところ、許可選任の要件の明確化ということでございまして、２ページ目の
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（２）ですけれども、省令がございまして、この中で第一種、第二種のダム水路主任技術

者免状が交付される資格とか学歴については土木工学というものが書いてありまして、３

ページ目のほうにいっていただきますと、それについて実務経験というのがあります。な

ので、その下ですけれども、我々が定めている内規がございますけれども、この中に、

「同等以上の知識及び技能を有すると認められる者」というのがございまして、今回はこ

の同等だというところがどういうところかというところの考え方を明確にしたいというふ

うに思っております。 

 それについての考え方なのですけれども、そこの下にある明確化というところで、その

下の下線のところをみていただきたいのですけれども、「土木工学に関する学科」という

ところについては、学科名で判断することはなかなか難しくなってきていると。いろいろ

な学科が名前を変えて生徒を呼ぶというような、呼びたいというようなところもありまし

て、そういう意味では科目に着目して考えたいというふうに思っておりまして、３ページ

目の下のところから科目が４ページにまたがってずっとあるのですけれども、この中の科

目の一定の科目をおさめた者については、土木工学に類するというか、同等なものという

ふうに考えてよいのではないかということでございまして、ここは実際に我々の地方支分

部局である監督部において審査が行われるのですけれども、こういった考え方を共有して、

同等な者として扱えるようにしていきたいというふうに考えてございます。 

 それに加えて、４ページ目の中のb)というところですけれども、下線部のところにあり

ます技術士、技術士の中でも土木関係の分野でもっていらっしゃる方、技術士補の方、土

木施工管理技士──土木工事にかかわる方ですけれども、これらをもっている方々も高等

学校で土木工学を卒業した者同等以上と考えられるのではないかということで、ここにい

る方々はその内規の中で同等の者として位置づけたいというふうに考えてございます。 

 以上２点でございますが、今後のスケジュール、５ページですけれども、今ご報告させ

ていただいておりますが、この後パブリックコメントにかけて、それで年度内に告示の改

正、土地改良法のほうが告示の改正。それから、許可選任のほうは内規の改正ということ

で進めていきたいと考えております。 

 以上です。 

○横山委員長  どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまのご説明につきまして、何かご意見、ご質問ありますでしょうか。 

 よろしゅうございますでしょうか。 
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 それでは、このご報告のとおり、今後のスケジュールによりまして進めさせていただき

たいと思います。どうもありがとうございました。 

 それでは、続きまして、資料７、「今夏の火力発電所の計画外停止について」というこ

とで、ご説明をお願いします。 

○中沢補佐  こちらは、毎回夏と冬について計画外停止ということで、想定していなか

った停止というものについて報告を受けることになっているのですけれども、それについ

てまとめたものでございます。 

 １ページ真ん中は、各エリアでの件数と、それから１ページ目の下のところは、40年以

上40年未満というのと、あとはルール上、事業者の定期検査というのが課されているので

すけれども、それをちょっと稼働実績とかそういうのに基づいて実施を延長できるという

のがございまして、その流れの中で分析したものでございます。 

 ちょっとめくっていただいて、７ページ目に円グラフがあるのですけれども、上の円グ

ラフ２つの右側をごらんいただくと、全ユニットに占める４０年以上の割合と、左側が停

止したものの中における４０年以上ということで、左側の赤い部分というか、４０年以上

のところが右側よりも大きければちょっとこの計画外停止というところ──４０年以上と

いうものについて注視しなければいけないのではないのではないかということですけれど

も、数字上、同等の数字になっているということでございます。 

 それから、下については同じように事業者検査の延長についてということですけれども、

これも基本的には似たような数字になっているということで、取り立ててそのリスクの発

生が高いということではないのではないかということでございます。 

 すみません、戻っていただいて２ページ目ですけれども、真ん中のところに昨年との比

較がありますが、件数が減ってきているというのもありますし、その下、停止している期

間も入ってきているということ。 

 それから、３ページ目の下のグラフに時間当たりの発生件数を出しているのですけれど

も、去年、ことしと、全体で０．７３件ということですが、昨年と比べて同等──微減で

すけれども──という数字がありまして、またその４０年以上４０年未満とあり・なしで

比較したときに、４０年以上のところの数字が０．８６と右側の０．６９ですけれども、

ちょっと大き目に出ているという数字と、それから、あり・なしでいうと、ありが高目に

出ているというところはあるのですけれども、これはある意味妥当な数字かなということ

で、期間が４０年以上よりは４０年未満のほうが好ましいと。その実施の延長というのは、
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ある・なしでいえばないほうが望ましいということがわかったということでございますけ

れども、４ページ目にいっていただきまして、このように件数が減ったりとか日数が減っ

たりというところも事業者さんのほうで取り組みをやっていらっしゃって、そういったと

ころがきいているのではないかというところが囲いのところでございます。 

 ５ページのところ、最後、結論ですけれども、今回、これまでと同様の分析をしたとこ

ろ、重大事故のリスクが高まっているということではないと。ただし、引き続き、先ほど

も申し上げたように注視して保安管理体制の強化というのを継続していきたいというふう

に思っております。 

 以上です。 

○横山委員長  それでは、ただいまのご説明に関しまして、何かご意見、ご質問ありま

したらお願いします。 

 よろしゅうございますでしょうか。それでは、どうもありがとうございました。 

 それでは、続きまして、資料８でございます。「外部委託承認制度における高圧一括受

電マンションに係る年次（停電）点検方法の検討について」ということで、ご説明をお願

いします。 

○中沢補佐  めくっていただきますと「はじめに」ということで、右下２ページ目です

けれども、ここに６月の閣議決定がございまして、２つパートがございます。 

 １つ目については、下に実施時期と書いてあるのですが、これは年度内にマンションの

点検をする際に停電をしなくても済む方法について検討しなさいということになっており

まして、これは次回に審議で諮らせていただきます。 

 ２つ目については、２５年度上期に措置ということでございまして、これをやったとい

うことでございますが、その中身なのですが、簡単に絵が４ページ目にございまして、通

常、電力会社さんから各マンションに電気を送るときに、左側は借室というところに変圧

器を置いて、ここを電力会社さんが常時監視するという状況です。右側のほうは、高圧一

括受電マンションについては責任分界点が上のほうに上がっていまして、変圧器がそのマ

ンション側にあります関係で、電力系統への影響を阻止するという意味で遮断器をつける

ということになっておりますが、これのグリスの交換とかがございますので、ここを停電

させなければいけないということでございまして、先ほど申し上げた①のほうはここの無

停電の方法を検討しなさいということなのですけれども、今回のところはここの点検につ

いてでございまして、さらにページをめくっていただきますと６ページに内規がございま
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して、ここの点検についての中身、記載があるのですけれども、そこの４ポツのイのとこ

ろに、１年に１回以上行うというのがございまして、ただし、信頼性が高くて、その下の

ロにずっと幾つか項目が５項程度書いてありますけれども、これと同等と認められる場合

は１年に１回以上ではなくて３年に１回に延ばしていいですよというのがあるのですけれ

ども、この「信頼性が高く」というところと「同等」というところが今まで詳細が不明確

なところがございまして、一方で各監督部のほうではこの規定にのっとって認めるという

ことをやっていましたので、今回それを明確にするために各監督部が行っていることを集

めまして、６ページの右下の囲いですけれども、「信頼性が高い設備」というというもの

についてはこういう５項目を設けまして、その中では具体的にこういったものが当てはま

りますというのを書きまして、２ポツの「同等」というところについても具体例とともに

考え方をお示ししたということです。具体的にその紙が７、８、９ページの３枚紙でござ

います。 

 １０ページ、１１ページは、先ほどの規制改革の１番のほう、今年度中に結論を出しな

さいというのを、こういった１０ページの項目について、１１ページの体制、専門家の方

が集まって進めていくということでございます。 

 以上です。 

○横山委員長  どうもありがとうございました。 

 ただいまのご説明に関しまして、何かご質問、ご意見ありましたらお願いしたいと思い

ます。 

 よろしゅうございましょうか。それでは、どうもありがとうございました。 

 次は、資料９でございます。資料９─１、風力発電所の事故を踏まえた対応につきまし

てということで、ご説明をお願いいたします。 

○中沢補佐  資料９─１と９─２がございますが、９─１は、今年、冒頭、商保審の寺

澤からもありましたけれども、風車の落下事故というのが３つ起きまして、これらについ

てそれぞれ個別の原因分析とそれにおける対応ということで、別紙に、これは報告書の概

要なのですけれども、それぞれの事故と、それの原因、それから事業者における再発防止

対策、国が行うことについて、報告をさせていただきました。 

 一方で、事業者側の方から独自の取り組みの紹介を受けまして、委員の方々からはこれ

を進めていってほしいというご意見をいただきました。 

 一方、めくっていただいて３枚目、９─２なのですけれども、先ほどの風車の落下に加
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えて、落雷によってブレードが破損しているとかいった事故も起きております。したがい

まして、２ポツのところなのですけれども、この電安小委の下に風力の構造強度ワーキン

グというものを設置しておりましたけれども、この中に雷とかブレードに係る学識経験者

等を追加して事故対応もみるという形で改組したいと考えておりまして、こちらについて

は年明けにでも第１回を開催して、随時とりまとめていきたいと考えております。 

 以上です。 

○横山委員長  どうもありがとうございました。 

 ３ヵ所の風力発電所の事故を踏まえた対応と、それに最近の落雷等による事故による風

力発電設備の事故対応、原因究明を行うワーキンググループの設置についてでございます。 

 何かご意見はございますでしょうか。 

 よろしゅうございますでしょうか。それでは、どうもありがとうございました。ワーキ

ンググループは来年から進めさせていただきたいというふうに思います。 

 それでは、続きまして、資料10でございます。「昨年１１月に発生した北海道電力管内

の暴風雪による鉄塔倒壊に係る再発防止対策の完了について」ということで、ご報告をお

願いします。 

○中沢補佐  これは１ポツのところにありますように、昨年の１１月２７日に北海道電

力さんの管内で送電鉄塔が１つ倒れまして、それに伴って停電が発生したということで、

昨年、第１回が１２月にございましたので、そこで報告をさせていただきました。その際

の原因ですけれども、着雪しやすい気象条件が継続したとか、鉄塔の両側で負荷が──負

荷というか、電線に雪が絡まってロールケーキみたいになってしまったのですけれども、

そういったものがあったと。それから、強い風が吹いていたという特異な気象条件で発生

したということで、これに対応して、対応策というものを北海道電力さんから報告を受け

まして、それに伴って対応していったというのが２ポツ以下でございます。 

 ３ポツについては、それに対しては我々も確認をさせていただいたということで、裏面

がその事故が起こった箇所とか建てかえられた鉄塔ということと、対策のねじれの防止の

ダンパということでございます。 

 戻っていただきまして、この取り組み等については北海道電力さんの中で、電力の中で

情報共有していただいているということなので、我々も確認させていただいたということ

でご報告でございます。 

 以上です。 
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○横山委員長  どうもありがとうございました。 

 ただいまのご報告に関しまして、何かご質問、ご意見ございますでしょうか。 

 月山委員のほうからお願いします。 

○月山委員  すみません、ただいまご説明いただきました暴風雪によります鉄塔倒壊、

これによりまして４日間にわたりまして広い範囲にわたりまして停電が発生しましたこと、

皆様方には大変ご迷惑をおかけしましたことを改めておわび申し上げます。今後とも、今

回の教訓を踏まえながら設備の強化、事故の早期復旧に取り組みまして、安定供給に努め

てまいるようにいたします。どうも本当に申しわけございませんでした。 

○横山委員長  どうもありがとうございました。 

 ほかにございませんでしょうか。それでは、どうもありがとうございました。 

 それでは、最後になりますが、資料11でございます。「環境アセスメント関係につい

て」ということで、ご報告をお願いします。 

○中沢補佐  ６月の閣議決定で、環境アセスメントについて当課の関係で２つほど入っ

ていますので、そのご報告ということです。 

 環境アセスの関係については、別途商保審の私的諮問機関である顧問会というものがご

ざいまして、そちらで対応しておりますけれども、閣議決定の事項ということなので、こ

ちらでご報告ということでございます。 

 １ポツの２つ、風力と地熱に関して審査期間を短縮しなさいというのと、②について配

慮書の手続についてなのですけれども、この②の配慮書というのは、２５年４月から計画

の前段階からこういったことについて今度配慮していきますということで規制が強化され

たところなのですけれども、そこについて、どこに立地するかということについて複数設

けるべきという規定がありますので、それについて考え方を明確化というのが書かれてお

ります。 

 １つ目の２ポツですけれども、１つ目のところについては我々としてできる限り審査期

間を短縮しているということで、２つ目の矢羽根のところですけれども、今できる限りに

おいて審査について短縮しておりまして、通常３０日ぐらいかかっているところを今のと

ころ２週間程度でやっているということなので、これは引き続き続けていきたいというふ

うに思っております。 

 ３ポツの配慮書のところについては、その後ろの別紙というところでありますけれども、

複数の考え方ということで、まとめてホームページに公表しておりますということです。 
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○横山委員長  どうもありがとうございました。 

 ただいまのご説明に関しまして、何かご質問、ご意見はございますでしょうか。 

 よろしゅうございますでしょうか。 

 それでは、先ほどちょっと間違えました。もう１つ最後の資料がございます。資料12で

ございます。「「発電用火力設備の技術基準の解釈」の技術基準の一部改正について」と

いうことで、ご説明をお願いします。 

○中沢補佐  これは本当に報告ですけれども、我々が設けている解釈は、省令を満たす

一例として設けていますけれども、その中でＪＩＳ規格とか海外規格というものを引用し

ているところがございまして、これらの規格については毎年度変わっているので、その内

容を吟味して、最新のものを引用して問題ないかというところをチェックして、改正とい

うか、最新のものに反映させていきたいということでございまして、スケジュールのとお

りパブコメを行って粛々とやっていきたいということでございます。 

 以上です。 

○横山委員長  ただいまのご説明に関しまして、何かございますでしょうか。 

 よろしゅうございますでしょうか。どうもありがとうございました。 

 最後、報告事項がたくさんありまして時間がちょっとオーバーしましたが、どうもあり

がとうございました。 

 それでは、こちらでご用意した議題は全てですが、何か皆様のほうからご意見はござい

ますでしょうか。 

 それでは、何もないようでしたら、最後に事務局から連絡事項がありましたらお願いし

ます。 

○渡邉電力安全課長  大変ありがとうございました。長時間にわたりまして恐縮でござ

いました。 

 次回でございますけれども、来年の３月を予定しております。議題でございますが、先

ほどご報告させていただいた年度内に結論を出すということになっているものの規制見直

し、あるいはワーキンググループでございますが、２つについてご報告、ご説明させてい

ただきましたけれども、その検討状況について報告できることがございましたら報告させ

ていただければというふうに思っております。改めて各委員にはご連絡させていただけれ

ばというふうに思っております。 

○横山委員長  それでは、本日は活発なご議論をいただきましてありがとうございまし
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た。これにて本日は終わりにしたいと思います。どうもありがとうございました。 

 

                                 ――了―― 


